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川崎市緊急経済対策 

（経済労働局所管分） 

Ⅱ 生活を守る 市民生活の安心と雇用対策を行います。 

Ａ．実施済 

７ 新型コロナウイルス感染症の影響により離職した方向けの特別電話就業相

談窓口の設置〔経済労働局〕市 

Ⅲ 経営を守る 事業者の事業継続を支援します。 

Ａ．実施済 

４ テイクアウトやデリバリーが可能な市内店舗の市ホームページへの掲載

〔経済労働局〕市 

５ 卸売市場における売上が減少している場内事業者への施設使用料等の猶予

〔経済労働局〕市 

８ 中小企業等の資金繰り支援（保証料ゼロ・実質無利子）〔経済労働局〕国市 

９ 中小企業等に対する様々な支援メニューの活用サポート〔経済労働局〕市 

10 雇用を守るための支援相談窓口の設置〔経済労働局〕市 

Ｂ．速やかに実施 

１ 中小企業等に対するテレワークの導入を促進〔経済労働局〕市 

２ 中小企業等の飲食店やサービス事業者等での消費を喚起するため独自のプ

レミアム付き商品券「川崎じもと応援券」を発行〔経済労働局〕市 

３ 飲食店やサービス事業者等に対して、多様な販売手法やネットワークサー

ビスへの参入を支援〔経済労働局〕市 

８ 新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少している小規模事業者

に対して支援金を給付〔経済労働局〕市 

国：国の緊急経済対策等の国制度を活用して実施するもの 

市：市独自の事業として実施するもの 

資料１
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資 料 ２
Ⅱ 生活を守る 市民生活の安心と雇用対策を

行   。（実施済） Ⅲ 経営を守る 事業者の事業継続を支援します。（実施済）

取組名

目的・概要

具体的な
支援内容

対応状況・
今後の予定

１ 新型       感染症 影響等   離職  求職中 
方々の就職活動における悩みや相談等に対応するため、キャリ
        無料 対応    

２ 離職後 就職活動    何  始      分     
自分に適している仕事の探し方、求人の状況等、就職活動に
関する相談全般をフリーダイヤルでお受けします。

 受付時間 ９ 00 17 00
（土・日・祝日は休み）

 相談時間 １回   20分程度

※求人 紹介 履歴書 個別添削 面接対策指導等 相談に
ついては、感染拡大防止のために現在休止している「キャリアサ
ポートかわさき」の対面業務が再開してからの対応となります。

１、市民有志   飲食店応援    掲載
テイクアウトやデリバリーに対応している飲食店を応援しているサ
   区   整理  市      で４月17日より紹介。
※ 5月15日時点 公開サイト 26サイト

2 、テイクアウトやデリバリー可能な飲食店リストの作成・公開
店舗オーナからの情報提供に基づき、テイクアウトやデリバリー可
能飲食店舗のリストを公開。
※5月15日時点 約１90店舗を掲載
リスト情報をオープンデータとして公開
オープンデータを活用したサイトが２つ開設

１、支払いを猶予する対象
市又 指定管理者 納付    市場使用料（施設使用料 
売上高割使用料） 光熱水費（電気料 水道料）

２、猶予期間
令和２年５月分
（６月以降 取扱  状況 見   検討）
北部市場 最長令和３年３月までの猶予
南部市場 最長令和２年10月までの猶予

３、対象事業者
次の（１）、（２）の両方に該当する事業者（卸売業者・仲
卸業者・関連事業者）
（１）売上 前年同月比５％以上減少    事業者
（２）２ 月以上 使用料等 滞納     事業者
※南部市場     指定管理者制度 導入       指定
管理者 協力         北部市場  同取組 準  
実施をする。

５月７日 「特別電話就業相談窓口」を「キャリアサポートかわ
さき」内に開設

５月20日 終了時点で18件の相談を受け付け

4月17日 市民有志   飲食店応援   情報 掲載
（随時更新）

4月20日 飲食店リスト登録開始
4月22日 飲食店リスト公開開始 （随時更新）
4月28日           公開（随時更新）

５月分について、５月７日から５月13日   北部市場管理
課又は南部市場指定管理者で受付。
・北部市場 23件
・南部市場 １件

６月以降 取扱  状況 見   検討

「キャリアサポートかわさき」において、新型コロナウイルス感染症
 影響   離職  方 就業支援    特別電話就業相談
窓口を設置する。

川崎市内でテイクアウトやデリバリーに取り組んでいる飲食店や
外食 難  市民 応援     市民有志   飲食店応援
サイトのPRと、テイクアウトやデリバリー対応の飲食店リストの作成
を実施する。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による市内飲食店等の売
上 減少 伴  北部市場及 南部市場 事業者 経営  
大きな影響が生じている。こうしたことから、市場機能の維持を図る
   売上 減少    場内事業者 市場使用料及 光熱水
費 支払 猶予 措置 行  

Ⅱ-Ａ-７
新型       感染症 影響   離職  方向  特別電
話就業相談窓口の設置

Ⅲ-Ａ-４
テイクアウトやデリバリーが可能な市内店舗の市ホームページへの
掲載

Ⅲ-Ａ-５
卸売市場における売上が減少している場内事業者への施設使
用料等 猶予

事 業 内 容 説 明 書
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Ⅲ 経営を守る 事業者の事業継続を支援します。（実施済）

取組名

目的・概要

具体的な
支援内容

対応状況・
今後の予定

１、新型コロナウイルス感染症対応資金
対象要件 新型コロナウイルス感染症の影響により売上高が減少
した事業者（セーフティネット保証４号、５号、危機関連保証の認
定を受けた事業者が対象）

※利子補給 対象   融資上限額 3,000万
※無担保。据置期間5年以内
※利子補給期間 当初３年間

２、信用保証料補助
市内中小事業者 事業活動 必要 資金 円滑 調達   
   信用保証料    補助 行  
（既存予算の増額）

３、預託金
金融機関 対 融資原資 一部   無利子 預 入    
   低利子融資 実現  中小企業 経営 成長 支援   
Ｒ２年度予算（当初） 19,020,000千円
Ｒ２年度補正予算 15,000,000千円

１、川崎市ホームページの「新型コロナウイルス感染症総合ペー
ジ」に、本市、国、県の支援メニューを一覧にした「新型コロナに
関連した中小企業支援策について（事業者の皆さまへ）」の
ページを構築し、事業者が自ら支援メニュー 容易 探   が
可能となるようにする。

２、市産業振興財団によるサポート
・様々な相談手法のニーズに対応するため、電話での対応
の他、メールやリモートでの対応   行  
・ワンデイ・コンサルティングの専門家等が様々な支援メニュー
の中から相談者のニーズに応じて適切な支援メニューを案
内する。
・必要 応   申請 手続  不慣  事業者 対しては、
申請      行 迅速 支援 受けられるようにする。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、雇用の維持に悩む
経営者  不安定 雇用環境 不安 抱  労働者 方 対
   社会保険労務士 無料 電話   相談支援 行 窓
口を設ける。

特 経営者      雇用 維持    雇用調整助成金
等 国 助成金 活用 有効 方策      申請 複雑
さや煩雑さ  活用 敬遠  動         助成金活用
にあたっての申請支援としての機能も果たす。

・受付時間 ９ 00 17 00
（土・日・祝日は休み）

・相談時間 １回あたり30分程度

５月１日  金融機関  事前相談 開始

５月15日  制度運用開始

ホームページ（新型コロナに関連した中小企業支援策につい
て（事業者の皆さまへ））については、４月27日に公開済み。

５月７日 既存の働き方改革支援事業での相談窓口を拡充し、
速やかに相談窓口を開設

５月20日 終了時点で53件の相談を受け付け

6月 補正予算の提出を予定（既存予算の増額）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける市内中小企業
者等 資金繰  支援    、利子補給制度 創設 保証
料補助予算 増額 預託金 積 増 等 行  

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている多くの市内中小
企業等が、本市、国、県等 提供  支援     網羅的 
把握できるようにするとともに、活用可能な支援メニューの案内や
専門家を活用した伴走支援 行  

雇用 維持 悩 経営者 雇用環境 不安 抱  労
働者 専門家 無料 支援 行 窓口 設置    

Ⅲ-Ａ-8
中小企業等 資金繰 支援（保証料   実質無利子）

Ⅲ-Ａ-9
中小企業等に対する様々な支援メニューの活用サポート

Ⅲ-Ａ-10
雇用を守るための支援相談窓口の設置

対象者 売上減
個人事業主（事業性のあるフリーラン
スを含む、小規模に限る）

売上高等前年同月比▲5％
保証料ゼロ
無利子（当初３年）

売上高等前年同月比▲5％ 保証料１／２

売上高等前年同月比▲15％
保証料ゼロ
無利子（当初３年）

中小・小規模事業者

事 業 内 容 説 明 書
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取組名

目的・概要

具体的な
支援内容

対応状況・
今後の予定

Ⅲ 経営を守る 事業者の事業継続を支援します。（速やかに実施）

新型コロナウイルスの影響により、テレワーク環
境を新規導入、拡張する市内中小企業者に対
し、テレワーク環境整備に係る設備導入、初期
設定等に必要なコンサルティング費用の一部を
助成する。

（１）設備導入費
パソコン、ルーター、WEB会議用カメラ等の機器、
WEB会議やセキュリティ等のソフトウェアの購入
費用

（２）コンサルティング費
環境構築のためのコンサルティング、機器・ソフト
ウェア導入時の設置・設定、操作説明等のサ
ポートに要する費用

新型コロナウイルス感染症の影響により、市内
商業者は大きな影響を受けていることから、市
内地域の消費拡大及び疲弊している商業者を
応援するため、市独自のプレミアム付商品券を
発行   

事業概要は以下の通り
（１）発行総額 113.1億円

（１冊13,000円×発行87万冊）

（２）発行券種 1,000円券×13枚
（額面総額13,000円）

（３）販売条件 １冊10,000円で販売

外出自粛に伴い売上が減少している飲食店や小売店、
サービス提供事業者などを対象に、テイクアウトやデリバリー
などによる販売方法、ネット経由のサービス提供への参入
支援    次 （１）  （３） 行 。

（１）新たなサービス提供に参入した中小企業の個店に
対して経費の一部を補助

・テイクアウトやデリバリー
・インターネット 利用  新サービス

（２）テイクアウト等に取り組んでいる飲食店を応援する
商店街の活動に対して経費の一部を補助

・飲食店マップ
・PRポスター
・HP制作
・割引チケット作成 などの情報発信事業

（３）事業者をPRするための広報 等の実施
・テイクアウト利用可能店舗等紹介サイト
・広告掲載 など

6月 補正予算の提出を予定
以降 可及的速    公募開始

※申請書は郵送申請で対応
経費 ４月１日以降 支出    遡及可

５月 臨時会 補正予算議決
以降、可及的速やかに事業実施

6月 補正予算の提出を予定
以降 可及的速   、公募開始

※申請書は郵送申請で対応
経費 ４月１日以降 支出    遡及可

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策とし
て、テレワークを導入する市内中小企業者に対し、
環境整備に必要となる費用を助成します。

国 給付  特別定額給付金 給付にあわせ
て、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上
が大幅に減少している飲食店や生活関連サービス
等における消費を促し、市内循環を図ることで、
早期 経済回復を目的とした「川崎じもと応援券」
の発行 行  

テイクアウトやデリバリーなどの販売手法やネットサービス
の提供などに取り組む飲食店やサービス事業者等に対し
て支援する。

Ⅲ-Ｂ-１
中小企業等に対するテレワークの導入を促進

Ⅲ-Ｂ-２
中小企業等の飲食店やサービス事業者等で
の消費を喚起するため独自のプレミアム付き
商品券「川崎じ  応援券  発行

Ⅲ-Ｂ-３
飲食店やサービス事業者等に対して、多様な販売手法
やネットワークサービスへの参入を支援

事 業 内 容 説 明 書

１、内容
給付対象の要件に該当する事業者
 対  一律10万円の支給

２、対象
小規模企業者の定義（製造業その
他従業者20人以下、商業サービス業
５人以下）をもとに、小規模企業者に
該当する規模以下の小規模事業者
（小規模企業・個人事業者等）を対
象        売上 前年同月比 
３割から５割減少している事業者

6月 補正予算の提出を予定
以降 可及的速    支援金 振込
等 行 

新型コロナウイルス感染症により、飲食、
サービス等を中心に、市内事業者は大き
な影響を受けている。本市では、事業者
における雇用の維持と事業の継続を図る
ために、新型コロナウイルス感染症対応
資金 創設等 取組 進      今
回、その影響を受けやすい小規模事業
者 対象 給付金 臨時 支給   

Ⅲ-Ｂ-8
新型コロナウイルス感染症の影響により
売上が減少している小規模事業者に
対  支援金を給付
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中小企業等の資金繰りの円滑化について

○令和２年１月３０日 「経営相談窓口」を設置

川崎市経済労働局金融課、中小企業溝口事務所、川崎市信用保証
協会、川崎市中小企業サポートセンターにおいて、「経営相談窓
口」を設置

○令和２年３月２日 災害対策資金「セーフティネット保証4号」の拡充
融資限度額を８千万円から２億８千万円に拡充

融資利率を融資期間により△0.1%から△0.8%の引下げ
信用保証料率を市が全額補助し、信用保証料の本人負担ゼロ

○令和２年３月１３日 危機対策資金の拡充

国の緊急対応策第２弾の決定を受け、危機関連保証制度に基づく
認定受付を開始

○令和２年５月１５日 「新型コロナウイルス感染症対応資金」の創設
（実質無利子・無担保）

１ これまでの経過

資料３

３ 認定事務の迅速化に向けた相談体制の強化

○「経営相談窓口」設置（１月３０日）から５月２０日までの相談件数 累計６,５０２件
■幅広い業種・業態から様々な資金調達に関する相談を受けている。
■サービス業・建設業・飲食業などから売上の大幅な減少を起因とする資金繰り
の悪化に関する声が多数寄せられている。

２ 相談窓口に寄せられた中小企業の主な声

■新型コロナウイルス感染症の影響により売上高が減少した事業者
（セーフティネット保証４号、５号、危機関連保証の認定を受けた事業者が対象）

（補正予算額約14億円）
対象）

※融資上限額3,000万、利子補給期間は当初３年間、無担保、据置期間5年以内

■金融機関融資枠の増額 375億円分増額（補正予算額150億円）
■信用保証料補助の増額（補正予算額 約11.4億円）

４ 更なる資金繰りの円滑化「新型コロナウイルス感染症対応資金」創設

対象者 売上減

個人事業主（事業性のあるフリーランスを
含む、小規模に限る）

売上高等前年同月比▲5％
保証料ゼロ
無利子（当初３年）

売上高等前年同月比▲5％ 保証料１／２

売上高等前年同月比▲15％
保証料ゼロ
無利子（当初３年）

中小・小規模事業者

１．認定窓口の体制強化

２．相談・認定窓口の拡充
（１）金融課
４月 ７日 産業振興会館５階に新たに相談・認定窓口（59.75㎡）を設置
５月１４日 産業振興会館１２階に移設し、更なるスペース（376㎡）の確保
（２）中小企業溝口事務所
４月２１日 川崎市生活文化会館に新たに相談・認定窓口（119㎡）を設置

３．ゴールデンウイーク期間中の臨時相談窓口の開設（５月４日～６日）

４．その他
(１)セーフティネット保証等の認定に必要な書類の簡素化（５月上旬～）
(２)民間金融機関による認定事務のワンストップ化（５月上旬～）

通常時 ４月上旬～ ５月上旬～

金融課 ３名 ５名 ５名

中小企業溝口事務所 ３名 ４名 ５名

合計 ６名 ９名 １０名
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「川崎じもと応援券」の概要 

１ 概要 

プレミアム率を 30％とし、1冊 13,000 円分の商品券を 10,000 円で発売する。 

項目 概要 

(1) 商品券名称 川崎じもと応援券 

(2) 購入上限数 一人５冊まで（額面総額 65,000 円分の商品券） 

(3) 購入対象者 市内在住、在勤及び在学の方 

(4) 発行予定冊数 ８７万冊 

(5) 発行総額 約１１３億円 

(6) 販売時期 新型コロナウイルス感染症の状況を見定めつつ、可能な限り

早期に販売 

(7) 販売方法 市内店舗等で窓口販売を予定 

(8) 利用可能店舗 商店街を中心に、小売業、宿泊業、飲食店、生活関連サービ

ス等の業種で市内中小企業・小規模事業者及び個人事業主 

（別途利用可能店舗を募集する予定） 

２ スケジュール（予定） 

利用可能店舗募集 令和２年６月～７月（一次締切）、以降も随時募集 

販売期間 令和２年７月頃～令和２年１２月３１日 

利用期間 令和２年７月頃～令和３年１月３１日 

※販売期間及び利用期間については、現時点での予定であり、新型コロナウイルス

感染症の状況により変更する場合がある。 

３ 実施内容（委託業務により実施※公募型プロポーザル） 

（１）委託業務内容 

ア 応援券作成・配送業務 

イ コールセンター運営業務 

ウ ホームページ開設・運営業務 

エ 販売窓口設置業務 

オ 利用可能店舗募集・管理業務 

カ 換金業務 

キ 広報業務 

※上記のほか、販売窓口の混雑緩和対策、効率的な換金方法、利用可能店舗の

確保、応援券の利用促進等について、企画提案に盛り込む。 

（２）委託業者選定日程 

令和２年５月１８日 企画提案募集公告 

令和２年５月２７日 企画提案審査 

資料４
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新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少する 

小規模事業者に対する給付金の制度概要（案） 

１ 制度の趣旨 

  新型コロナウイルス感染症により、飲食、サービス等を中心に、市内事業者は大きな影響を受けてい

る。本市では、事業者における雇用の維持と事業の継続を図るために、新型コロナウイルス感染症対応

資金の創設等の取組を進めているが、今回、その影響を受けやすい小規模事業者を対象に給付金を臨時

に支給する。

２ 給付額 

 給付対象の要件に該当する事業者に対し一律 10 万円

３ 給付対象者 

小規模企業者の定義（製造業その他従業者 20 人以下、商業サービス業５人以下）をもとに、小規模企業者に

該当する規模以下の小規模事業者（小規模企業・個人事業者等）を対象とし、このうち、売上が前年同

月比で３割から５割減少している事業者。

※国の持続化給付金は資本金 10 億円未満の中小法人・個人事業者等が対象

※給付対象外（国と同様の基準）

   性風俗関連特殊営業、性風俗に係る接客業務受託営業、宗教上の組織若しくは団体、その他支給が

適当でないと市長が認める者

４ 売上減の対象となる期間 

  令和２年１月から申請前月までのうち、売上減となるひと月を事業者が選択（国持続化給付金と同様） 

５ 実施期間 

  早期給付へのニーズを想定し、短期的な実施とする。

申請期限：令和２年８月末までの約３カ月間を想定

６ 申請方法

市ホームページに申請書の様式を掲載、申請書をダウンロードしていただき、添付書類とともに紙ベ

ースで申請書を市に郵送する方式を想定 

   ※立上げ当初のスピード感を重視し、紙申請によるものとする。 

７ 給付金の支払いの流れ（※当面の間は市職員が対応し、申請状況を踏まえて委託する予定）

資料５

申請 

申請書をダウ
ンロード・記
入、市に郵送

受付・審査 

申請書を確認

銀行へのデ

ータ送付 

事業者の口座

へ振込 
庁内支払手続き 

8



市内経済の状況ついて 

１ 景気動向全体 

内閣府「月例経済報告」 

4月23日に発表された「月例経済報告」では、景気は、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、急速に悪化しており、極めて厳しい状

況にある。 

先行きについては、感染症の影響による厳しい状況が続くと見

込まれる。また、感染症が内外経済をさらに下振れさせるリスク

に十分注意する必要がある。 

２ 市内経済の状況・動向 

（１）資金繰りの状況について 

市金融課（溝口事務所を含む。）市信用保証協会、中小企業サポ

ートセンターには、市内中小企業等からの資金繰りの相談や制度

融資の申込み等が殺到しており、融資を中心とした相談件数は、

5月 20 日現在で 6,502 件となっており、制度融資の申込みのため

のセーフティネット保証等の認定件数については、現在までに 

2,703 件となっている。 

参 考 資 料
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・金融課の相談・保証等認定件数（5月 20 日現在） 

相談件数 保証等認定件数 

   6,502 件(前日比+168 件)   2,703 件(前日比+100 件)

金融課、溝口事務所、信用保証協会、中小企業サポートセンターにおける相談受付件数 

（２月４日から累計、相談開始は１月３０日） 

金融課、溝口事務所におけるセーフティネット保証等の認定件数 

（３月３日から累計、認定開始は３月２日） 

（5 月 20 日現在 金融課作成） 
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また、信用保証協会が市内企業からの申し出により保証を承諾

した承諾件数は、5月 20 日現在で 1,109 件、金額は 270 億 9,085

万円となっており、業種別状況（内訳）としては、5月 15日現在

で上位からサービス業（全体の22.9％）、建設業（全体の20.5％）、

飲食業（全体の 15.8％）となっている。 

・信用保証協会の保証承諾件数（5月 20 日現在） 

件数 金額 

危機関連保証 

セーフティ 4号・5号 
759 件 214 億 6,080 万円 

※新制度 350 件 56 億 3,005 万円 

合計 
1,109 件 

（前日比＋55 件） 

270 億 9,085 万円 

（前日比＋11 億 2,050 万円） 

信用保証協会が市内企業からの申し出により保証を承諾した件数 

（３月１２日から累計） 

※5月 15 日から開始した無利子・無担保の「新型コロナウイルス感染症対応資金」 

・保証承諾の業種別状況（5月 15日現在）       （単位 件、％） 

業種 保証承諾件数 全体に占める割合 

サービス業 218 22.9％

建設業 195 20.5％

飲食業 150 15.8％

製造業 128 13.5％

卸売業 111 11.7％

小売業 85 8.9％

不動産業 34 3.6％

運送倉庫業 24 2.5％

その他 6 0.6％

合 計 951 100.0%

（比率は少数点以下第 2位で四捨五入） 
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（２）景況感について 

川崎信用金庫「中小企業動向調査（2020 年 1-3 月期）」（3月上

旬調査、3月 30 日発表）では、川崎市内中小企業の景況感を総合

的に示す業況 DI（業況判断指数）は、前期比 10．1ポイント減の

△20.3 と大幅な後退を示した。 

（出所：川崎信用金庫「中小企業動向調査」） 
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（３）雇用の動向について 

神奈川県労働局「有効求人倍率」（月末調査、毎月１日発表（２

か月前時点の情報、川崎・川崎北公共職業安定所管内）は以下の

とおり。 

・有効求人倍率の推移(川崎市) （単位 人・倍）  

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

有効求人数 16,405 17,311 16,570 15,602 15,952 15,957

有効求職者数 17,757 17,083 16,078 16,539 16,664 17,050

有効求人倍率 0.92 1.01 1.03 0.94 0.96 0.94

（出所：川崎・川崎北公共職業安定所「統計月報」） 
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